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（
質
問
の 

六
四
）

答

弁

第

六

四

号 

    

衆
議
院
議
員
河
口
陽
一
君
提
出
電
柱
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 

内
閣
衆
質
第
六
四
号 

昭
和
二
十
五
年
八
月
四
日 

衆

議

院

議

長 

幣 
原 
喜 
重 

郞 

殿 

内
閣
総
理
大
臣 

吉 

田 
 

茂 

一 

 



 

三 

衆
議
院
議
員
河
口
陽
一
君
提
出
電
柱
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

一 

国
費
支
弁
に
よ
る
電
柱
数
及
び
石
数 

国 
 

鉄 
 

 
 

 

八
四
八
、
九
〇
〇
本 

 
 

一
、
四
四
一
、
八
〇
〇
石 

公
衆
通
信 

 
 

二
、
九
一
八
、
〇
〇
〇
本 
 

 

二
、
九
一
八
、
〇
〇
〇
石 

警
察
通
信 

 
 

 
 

九
一
四
、
〇
〇
〇
本 

 
 

 
 

九
一
四
、
〇
〇
〇
石 

計 
 

 
 

 

四
、
六
八
〇
、
九
〇
〇
本 

 
 

五
、
二
七
三
、
八
〇
〇
石 

二 

公
衆
通
信
及
び
警
察
通
信
の
電
柱
の
平
均
実
用
壽
命
は
、
平
均
二
十
年
位
で
、
毎
年
五
％
を
建
替
え
る
も
の
と
す
れ
ば
、

年
間
二
一
六
、
七
〇
〇
本 

二
一
六
、
七
〇
〇
石 

必
要
で
あ
る
。 

な
お
、
国
鉄
関
係
の
電
柱
の
建
替
え
数
は
、
年
間
平
均
三
七
、
五
〇
〇
本 

六
四
、
五
〇
〇
石
で
あ
る
。 

三 

電
信
線
、
電
話
線
、
警
察
通
信
線
は
電
気
通
信
省
所
管
の
分
に
対
し
て
は
、
漸
次
統
合
す
る
方
針
で
、
ケ
ー
ブ
ル
化
す

る
場
合
及
び
接
近
併
行
区
間
の
整
理
統
合
を
企
図
し
て
居
る
が
、
予
算
の
制
約
上
速
や
か
に
こ
れ
を
整
理
実
施
す
る
こ
と 



四 

長
尺
柱
（
長
さ
十
二
米
以
上
位
）
は
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
柱
又
は
鉄
柱
を
採
用
す
る
こ
と
が
年
経
費
の
点
で
有
利
で
あ
り
、

一
部
実
施
し
て
お
る
が
、
短
尺
柱
は
、
創
設
費
及
び
年
経
費
に
お
い
て
木
柱
が
有
利
で
あ
る
。 

五 

公
衆
通
信
の
電
柱
を
建
設
す
る
た
め
農
耕
地
を
使
用
す
る
場
合
は
、
電
信
線
電
話
線
建
設
條
例
（
明
治
二
十
三
年
法
律

第
五
十
八
号
）
第
一
條
に
よ
り
こ
れ
を
使
用
し
得
る
の
で
あ
る
。
し
か
し
実
際
に
お
い
て
は
、
そ
の
土
地
の
権
利
者
と
充 

現
在
、
安
本
訓
令
に
基
き
、
電
柱
の
共
架
が
漸
次
行
わ
れ
ん
と
し
て
い
る
が
、
実
施
さ
れ
た
も
の
は
、
強
電
線
路
に
弱

電
線
路
を
共
架
し
た
も
の
約
八
、
七
〇
〇
本
、
弱
電
線
路
相
互
間
を
共
架
し
た
も
の
約
一
六
、
〇
〇
〇
本
に
す
ぎ
な
い
。 

は
困
難
で
あ
る
。 

国
鉄
線
と
電
気
通
信
省
線
の
統
一
併
架
に
つ
い
て
は
、
国
鉄
側
の
幹
線
路
は
ロ
ー
カ
ル
的
な
裸
線
の
架
渉
数
が
多
い
た

め
、
電
気
通
信
省
線
を
こ
れ
に
添
架
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
が
、
架
渉
線
の
少
い
国
鉄
支
線
路
の
統
合
は
可
能
で
あ
る
。 

な
お
、
国
費
支
弁
の
も
の
に
建
設
省
の
通
信
線
及
び
地
方
自
治
体
、
私
鉄
の
通
信
線
が
あ
る
が
、
こ
れ
ら
に
関
し
て
も

協
定
が
成
立
す
れ
ば
、
統
合
は
可
能
で
あ
る
。 

四 

 



 

五 

分
な
話
し
合
い
を
行
い
、
そ
の
承
諾
を
得
て
こ
れ
を
使
用
し
て
い
る
。 

電
柱
敷
地
の
使
用
料
は
、
現
在
電
柱
一
本
に
つ
き
、
一
箇
年
の
使
用
料
と
し
て
、
電
信
線
電
話
線
建
設
條
例
第
六
條
に
よ

る
手
当
金
四
銭
及
び
電
柱
敷
地
手
当
金
等
支
給
規
則(

昭
和
二
十
年
閣
令
第
三
十
九
号)

第
一
條
に
よ
る
補
償
金
十
六
銭
計

二
十
銭
を
土
地
の
所
有
者
又
は
、
そ
の
他
の
権
利
者
が
地
方
電
気
通
信
管
理
所
に
請
求
書
を
も
つ
て
請
求
す
れ
ば
、
支
拂

う
こ
と
に
な
つ
て
い
る
。 

し
か
し
、
右
の
使
用
料
金
額
は
極
め
て
少
額
で
あ
る
た
め
、
近
年
は
請
求
者
が
皆
無
の
状
態
で
あ
る
。 

右
の
使
用
料
金
額
を
適
当
な
額
に
増
額
し
て
、
完
全
補
償
を
す
る
た
め
の
法
律
案
を
目
下
検
討
中
で
あ
る
。 

国
鉄
に
お
け
る
土
地
の
借
用
手
続
に
つ
い
て
は
、
直
接
所
有
者
と
協
議
し
、
用
地
使
用
承
諾
書
を
と
り
、
こ
れ
と
電
柱

敷
地
使
用
料
請
求
書
を
提
出
せ
し
め
て
支
拂
う
こ
と
に
な
つ
て
い
る
。
そ
の
單
価
は
、
戰
前
は
一
本
当
り
年
間
十
銭
を
支

拂
つ
て
い
た
が
、
戰
後
は
は
つ
き
り
し
た
單
価
は
な
く
、
各
鉄
道
局
毎
に
現
在
の
適
正
料
金
を
支
拂
つ
て
い
る
が
、
各
鉄

道
局
毎
に
こ
れ
を
扱
つ
て
い
る
の
で
そ
の
総
額
は
早
急
に
判
明
し
な
い
。 

右
答
弁
す
る
。 




